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亀山市立図書館運営業務委託仕様書 

 

目的 

 亀山市立図書館は、「学びの場からつながる場へ」をコンセプトに、知る・学ぶ・楽しむ

ことを通じて、人と人との交流やつながりが生まれる居場所づくりを大切にした運営が求

められている。 

このコンセプトの実現に向け、公共図書館運営に関する専門的な知識や経験を有する事

業者に一部業務を委託し、効率的で安定した運営と図書館サービスの充実を図る。 

 

1 業務名 

亀山市立図書館運営業務委託 

 

2 業務期間 

令和 9 年 4 月 1 日から令和 14 年 3 月 31 日まで 

ただし、契約締結日から令和 9 年 3 月 31 日までを業務委託準備期間とし、受託者は発注

者と十分な連絡調整・協議を行うとともに、業務従事者に対して業務開始前研修を実施し令

和 9 年 4 月 1 日から適正に委託業務を履行できるようにすること。 

 

3 業務場所 

亀山市立図書館 （住所）亀山市御幸町 318 番地 1 

 

4 業務内容 

別紙業務内容のとおり 

 

5 業務日及び業務時間 

（１）業務日は毎週火曜日（祝日の場合は翌日）、年末年始（12 月 29 日から翌年１月３日

まで）を除く日 

   開館時間は、午前 9 時から午後 8 時までとする。ただし、展示交流エリア及び地下

駐車場は午前 9 時から午後 9 時までとする。 

（２）業務時間は午前 8 時 30 分から午後 9 時 15 分までとする。 

ただし、館内整理日及び特別整理期間は午前８時 30 分から午後５時までとする。 

（３）業務日及び業務時間は、市と協議のうえ、業務の履行上必要な場合は変更できるもの

とする。 

 

6 業務体制及び業務日 1日当たりの延べ業務時間数 

（１）業務体制  
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   業務責任者として週 5 日、1 日あたり 7 時間 30 分の者を 1 名、業務副責任者として

週 5 日、1 日あたり 7 時間 30 分の者を 3 名、その他の業務従事者については、本業務

を円滑に遂行できる人員を配置するものとし、繁忙時には増員するなど適宜対処する

こと。  

（２）1 日当たりの延べ業務時間数 

70 時間～90 時間  

1 日当たりの延べ業務時間数は、基本的に企画提案書記載の人員を配置することによ

り必要な時間数を確保すること。 

 

7 委託業務準備期間 

（１） 期間 

  契約締結日から令和９年３月 31 日までを委託業務準備期間とする。 

（２） 業務執行準備 

  ア 受託者は、本委託業務開始にあたり、業務が適正かつ円滑に履行できるスケジュー 

ルを提案すること。 

  イ 受託者は、本委託業務開始前に業務従事者の責務及び実務に関する研修を受託者

の責任において実施すること。研修の実施にあたり、受託者は研修の内容や方法につ

いて発注者と事前に協議を行うとともに、研修結果について発注者に報告すること。 

  ウ 準備期間についても適正な情報管理、個人情報保護を徹底して行うこと。 

 

8 業務の執行体制 

 受託者は、安定した施設運営を実現するため、次のことを遵守した人員を確保すること。   

 また、業務履行時間内は常時、業務責任者または業務副責任者のいずれか１人以上を配置

すること。 

（１） 人員配置 

ア 受託者は、「６ 業務体制及び 1 日当たりの延べ業務時間数」に示す内容を満たし

た上で、本業務が円滑に履行できる人員を確保するものとし、企画提案書記載の人員

を配置すること。 

イ 受託者は、繁忙期である土曜日、日曜日、祝休日、閉館日の翌日及び小中学校、高

等学校等の休業期間中にあっては、業務サービスに支障が生じることがない体制を

執るなど適切な措置を講ずること。 

ウ 受託者は、蔵書管理業務及びレファレンス機能を適切に維持するため、司書、司書

補または司書教諭の資格を有するもの、若しくは公共図書館における業務経験を有

する者を常時複数名配置すること。 

エ 受託者は、業務の継続性を確保するとともに、新たな取組にも柔軟に対応できる人

員を配置すること。 
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（２） 業務従事者の採用及び選任 

ア 受託者は、本業務を的確かつ迅速に履行することはもとより、図書館が社会教育施

設であることに留意した親切で丁寧な接遇ができ、かつ風紀・業務規律を乱すことの

ない者を業務従事者として選任すること。 

イ 受託者は、ICT（情報通信技術）に関する基礎的な知識を有し、図書館情報システ

ムの操作能力を有する者を業務従事者として選任すること。 

ウ 受託者は、司書若しくは司書補の資格を有する業務従事者又は公共図書館におけ

る業務経験を有する業務従事者を概ね５割以上確保すること（「公共図書館における

業務経験」とは、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）、国立国会図書館法（昭和 23

年法律第 5 号）、大学設置基準（昭和 31 年文部省令第 28 号）、専門職大学設置基準

（平成 29 年文部科学省令第 33 号）、短期大学設置基準（昭和 50 年文部省令第 21

号）、専門職短期大学設置基準（平成 29 年文部科学省令第 34 号）、高等専門学校設

置基準（昭和 36 年文部省令第 23 号）もしくは学校図書館法（昭和 28 年法律第 185

号）に基づき設置された図書館（図書館法第 29 条第１項の規定による図書館同種施

設は除く。）において、常勤又は非常勤（アルバイト及びパートタイマーは除く。）と

して図書館実務に就いた経験をいう。以下同じ。）。 

エ 受託者は、人員が短期的に入れ替わることで、業務サービスが低下することがない

ような選任方法に努めること。また、地元採用について十分に配慮すること。 

 

（３） 業務責任者及び業務副責任者の配置 

  ア 業務責任者 

   受託者は、発注者との連絡調整、業務従事者の指揮監督、業務の進行管理及び労務管

理等を統括する業務責任者を配置すること。 

   業務責任者は、次の要件を満たすものとする。 

（ア） 司書資格を有すること 

（イ） 公立図書館における業務経験を５年以上有し、図書館業務全般に関する知識及

び経験を有すること。 

（ウ） 業務従事者を指揮監督し、組織を適切に統括する能力を有すること。 

（エ） 発注者及び業務従事者との連絡調整を円滑に行うためのコミュニケーション能

力を有すること。 

イ 業務副責任者 

  受託者は、業務責任者を補佐するとともに、業務責任者が不在の場合にその職務を代

行できるよう、必要な人数の業務副責任者を配置すること。 

  業務副責任者は、次の要件を満たすものとする。 

（ア） 業務責任者を補佐し、不在時にその職務を適切に代行できる能力を有すること。 
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（イ） 業務従事者との連絡調整を円滑に行うためのコミュニケーション能力を有する

こと。 

（ウ） 業務従事者を適切に指導し、現場を統括する能力を有すること。 

（エ） 司書資格を有すること。 

（オ） 公立図書館における業務経験を有し、図書館業務に関する知識及び経験を有す

ること。 

（４） 業務責任者及び業務副責任者の配置と主要業務 

 ア 配置  

（ア）業務履行時間内は、業務責任者または業務副責任者のいずれか１人以上を常時配  

    置すること。 

 （イ）業務責任者及び業務副責任者は、受託者の常勤の従業員またはこれに準ずる者（雇

用期間が１年以上にわたる契約社員等）とすること。 

（ウ）業務責任者が不在となる場合においても、業務の継続性及び連絡調整体制が確保

されるよう、業務副責任者を含めた代行体制を構築すること。  

 イ 主要業務 

業務責任者、業務副責任者は次の業務を行うこと。 

（ア）本業務の履行に必要な管理全般 

（イ）発注者との連絡調整 

（ウ）業務日報等の提出、報告及び発注者との打ち合わせ会議への出席 

（エ）業務計画や館内の混雑状況等を把握し、それに応じた適切な人員配置 

（オ）業務従事者に対する指揮・監督、指導・教育・研修 

（カ）労務管理及び勤務体制の管理 

（キ）その他、業務責任者、業務副責任者として必要な業務 

 

（５）業務従事者名簿の提出等 

ア 受託者は、選任した業務責任者、業務副責任者及び業務従事者の名簿を、業務着手

時までに発注者へ提出すること。 

イ 名簿に記載された者が司書又は司書補の資格を有する場合は、資格証明書の写し

を提出すること。また、公共図書館における業務経験を３年以上有する者の名簿を別

途提出すること。 

ウ 受託者は、発注者が業務履行にあたる者の選任が不適当と判断し、その変更措置を

講ずるように求めた場合は、速やかに誠意をもって対処すること。 

エ 受託者は、提出された名簿に記載のない者を業務スペースに立ち入らせてはなら

ない。 

オ 発注者は、勤務状況不良その他の事由により業務責任者、業務副責任者及び業務従

事者を不適格と認めた場合は、その変更を求めることができる。その場合、受託者は
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速やかに誠意をもって適正な措置を講ずること。 

カ 受託者は、業務従事者が病気その他やむを得ない事情により勤務できないときは、

名簿に記載された代理の業務従事者を勤務させることができる。 

 

9 受託者の責務 

受託者は、発注者と緊密に連絡をとりながら良質なサービスを継続して提供していくべ

きことを十分に認識し、次の事項に留意して本業務を円滑に履行できるよう万全を期する

こと。 

（１）関係法令等の遵守 

受託者及び業務従事者は、次に掲げる関係法令等を遵守すること。 

ア 労働基準法、その他労働関係法規 

イ 図書館法 

ウ 亀山市立図書館条例、その他の関係例規 

（２）受託者及び業務従事者の心得 

ア 図書館業務の職責を十分に認識して本業務を履行すること。 

イ 身だしなみ、態度に気を配り、利用者・来館者に対して、親切・丁寧に接すること。 

ウ 利用者からの質問等に対し、迅速・適切に対応するとともに丁寧な言葉づかいを心

掛けること。また、利用者に不信感、不快感を与えないよう、業務に不必要な会話は

避けること。 

エ 障がい者や高齢者等が来館し、付き添いが必要と判断した場合は、適宜、介助、支

援すること。 

オ 外国人への対応については、「やさしい日本語」の活用や、外国語で応対できる業

務従事者がいる場合はその者に引き継ぐなどの配慮に努めること。 

カ 業務従事者の身分の明確化のため、業務履行に適した統一した服装、名札等を着用

すること。  

（３）信用失墜行為の禁止 

受託者及び業務従事者は、発注者の信用を失墜する行為をしないこと。 

（４）業務上知り得た秘密の保持 

受託者及び業務従事者は、業務上知り得た秘密を漏えいしたり、本業務の履行以外の

目的で使用したりしてはならない。本業務終了後及び業務従事者の退職後においても

同様とする。 

（５）個人情報の保護 

ア 受託者は、業務従事者に対して、次の事項を遵守させるため、亀山市個人情報の保

護に関する法律の施行等に関する条例（令和 4 年亀山市条例第 25 号）等の関係規定

について十分な教育を行うこと。 

イ 個人情報を適切に管理し、紛失、漏えいをしないこと。 
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ウ 個人情報を本業務の履行以外の目的で使用したり、第三者に提供したりしないこ

と。 

（６）関係書類及びデータの取り扱い 

本業務に関する仕様書、発注者が提供する資料等の関係書類及び発注者が保持する

データを発注者の許可なしに履行場所以外に持ち出したり、複写したりしてはならな

い。 

（７）情報セキュリティについて 

ア 受託者及び業務従事者は、亀山市電子行政情報セキュリティポリシーを遵守する

こと。 

イ 受託者及び業務従事者は、図書館情報システムやネットワークを利用する際に、障

害・欠陥・誤作動等を発見した時は、発注者に速やかに報告し対応策の指示を受ける

こと。 

ウ 業務従事者は、発注者が指定した端末を使用し、個人所有の端末を持ち込まないこ

と。 

エ 業務従事者は、本仕様書で定められた業務以外の目的で図書館情報システムを使

用しないこと。 

オ 業務従事者は、発注者から交付された図書館情報システム用のログイン ID 及びパ

スワードを紛失・漏えいすることがないよう適切に管理すること。 

カ 業務従事者は、端末業務交代時や休憩時など端末から離席する時は、ログアウト操

作をすること。 

キ 受託者は、自らの事務に必要な端末を持ち込む際には、事前に発注者に届け出るこ

と。また、持ち込んだ端末には図書館内のインターネット回線を接続しないこと。 

ク 受託者は、発注者と協議し、その他必要な情報セキュリティ対策を実施すること。 

（８）ボランティア等との協働 

受託者及び業務従事者は、図書館における自主的な市民活動の趣旨を尊重し、ボラン

ティアとの協働や市民活動団体等と積極的に関係を持ち、地域と連携した図書館サー

ビスの充実に努めること。 

（９）障がい者への合理的配慮 

障害者差別解消法（平成 25 年法律第 65 号）に基づく障がい者への合理的配慮の提

供が法的義務であることを踏まえ、障がいのある人へ適切な支援を行うこと。また視覚

障害者等の読書環境の推進に関する法律（読書バリアフリー法）（令和元年法律第 49号）

やバリアフリー法等の関係法令を遵守し、すべての利用者が安全かつ円滑にサービス

を享受できる環境整備に努めること。 

（10）亀山市図書館サービス実施計画及び亀山市子どもの読書活動推進計画の推進 

亀山市図書館サービス実施計画に基づいた図書館サービス及び亀山市子どもの読書

活動推進計画に基づいた児童サービスの推進に努めること。 
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（11）再委託の禁止 

受託者は本業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。た

だし、受託者は、あらかじめ発注者の書面による承諾を得たときは、本業務の一部を第

三者に委託し、又は請け負わせることができる。 

（12）業務の引継ぎ 

本業務開始にあたっては、業務の停滞を招くことがないよう発注者と十分な連絡調

整・協議を行うこと。また、本履行期間終了後において受託者の変更等があった場合は、

業務の停滞を招くことがないよう次期業務の開始日までに責任を持って次期受託者に

業務の引継ぎを行うこと。 

 

10 業務従事者の研修等 

（１）業務開始前研修 

ア 受託者は、本業務開始前に、業務が的確かつ円滑に履行できるよう業務従事者の責

務及び実務に関する研修を受託者の責任において実施すること。なお、必要な経費は

受託者の負担とする。 

イ 上記研修に当たっては、受託者は研修の方法及び内容について発注者と事前に協

議を行うとともに、その結果について報告すること。 

（２）業務開始後研修 

ア 受託者は業務の効率及び技術の向上を図るため、定期的かつ継続的に業務従事者

の教育訓練を行うこと。なお、必要な経費は受託者の負担とする。 

イ 上記研修に当たっては、受託者は研修の方法及び内容について発注者と事前に協

議を行うとともに、その結果について報告すること。 

（３）市の研修実施要求 

ア 発注者は、業務の履行状況その他により必要があると認めるときは、受託者に対し

て研修の実施を求めることができる。 

イ 受託者は、発注者から研修実施の要求があった場合は内容等について発注者と事

前に協議の上、速やかに実施するとともに、その結果について報告すること。なお、

必要な経費は受託者の負担とする。 

（４）県等の機関が主催する研修等への参加 

業務従事者が、県等の機関が主催する研修等への参加を希望する場合で、発注者が必

要と認めるときは、発注者は必要な対応をするものとする。ただし、必要な経費は受託

者の負担とする。 

 

11 提出書類 

（１）受託者は、本業務に必要な業務計画（年間・月間）を定め、勤務予定表（月間）とと

もに提出すること。発注者は、提出された内容では本業務の履行に支障が生ずるおそれ
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があると判断した場合は、必要に応じて受託者に改善を求めることができる。なお、年

間計画にあっては前年度の３月 25 日までに、月間計画及び勤務予定表にあっては前月

25 日までに提出すること。ただし、初年度については、業務開始日の１週間前までに

提出すること。 

（２）受託者は、毎日の業務終了後に業務日報を作成し、原則として翌業務日に発注者へ提

出して承認を受けること。また、月間報告書を翌月５日までに提出すること。 

12 報告義務及び改善義務 

発注者が、本業務の実施に関して調査及び報告を求めたときには、受託者は速やかに対

応し、問題がある場合は改善した上で、その結果を発注者に報告すること。また、事務処

理方法等について変更を要する場合は双方協議の上、決定するものとする。 

 

13 経費の負担区分 

（１）発注者が負担する経費 

本業務の履行に必要となる光熱水費、機器類（机、椅子、ロッカー等）、消耗品等にか

かる経費を負担し、受託者に提供するものとするが、受託者は常にその節減に努めること。 

（２）受託者が負担する経費 

ア 運営業務委託準備期間中に必要となる経費 

イ 業務従事者の統一した服装、名札等にかかる経費 

ウ 自らの事務に必要な経費（受託者持ち込みの端末、インターネット回線の通信費等） 

エ 研修等に伴う経費（交通費等） 

オ 市内出張にあたり、移動用社用車（燃料費含む）1 台の経費 

カ 業務従事者用の駐車場及び駐輪場にかかる経費 

キ 業務従事者の雇用に要する経費（社会保険料、通勤費等） 

ク 故意又は重大な過失により、業務従事者が施設又は備品等を破損した場合の原状

回復に要する経費 

ケ その他自ら必要とする経費 

 

14 損害賠償 

（１）受託者及び業務従事者が故意又は過失により、市、利用者又は第三者に損害を与えた

場合は、受託者はその損害を賠償しなければならない。 

（２）本業務の履行に際し、受託者が損害を受けた場合は、発注者の責めに帰すべき場合を

除き、発注者は損害賠償の責めを負わない。 

 

15 支払方法 

（１）支払は月払とし、毎月末締めで業務履行確認後、受託者から適法な支払請求書を受理

した日から 30 日以内に支払うものとする。 
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（２）月ごとの支払金額は、別途協議するものとする。 

（３）契約期間中に消費税率の変更があった場合は、別途協議するものとする。 

 

16 その他 

（１）受託者は、この仕様書に記載された事項のほか、公募型プロポーザルにかかる企画提

案書に記載した事項及びプレゼンテーションにおいて発言した事項については、確実

に履行すること。 

（２）業務場所の施設敷地内に業務従事者用の駐車場及び駐輪場は無いため、必要な場合は

受託者の責任において用意すること。 

（３）受託者は、本仕様書に記載のない事項であっても、本業務の履行にあたり必要な事項

については、発注者と連絡調整を緊密に行い協議の上、改善及び実施すること。また、

その他疑義が生じた場合は、随時発注者と協議を行い円滑な運営に努めなければなら

ない。 

（４）受注者は、業務改善命令に関する発注者からの書面による通告を受領したときは、速

やかに改善しなければならない。受注者が、正当な理由がなく、これを改善しないとき、

発注者は契約を解除することができる。なお、その他解除権については契約書約款によ

るものとする。 

（５）受注者は、（４）による解除をされた場合又は契約期間満了後、継続して業務委託を

受注しなくなった場合は、新たに業務委託を受注する者と発注者が指定する期間内に

業務内容を引き継がなければならない。 

 


